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全体目標我が国の気候変動適応を支援する影響予測・適応評価に関する最新
の科学的情報の創出



研究開発目的

• 農作物、畜産、林業、水産業を対象に、各品目で将来影響を
予測するためのデータを収集し、将来の影響を予測するため
のモデルや手法を新規に開発、あるいは既存の手法やモデル
を高度化する。

• 地域気候シナリオを中心に、社会経済シナリオを含む共通シ
ナリオを用いた影響予測と適応策評価を行う。
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サブテーマ１ 農業 農研機構    長谷川利拡・西森基貴
サブテーマ２ 畜産 農研機構    樋口浩二
サブテーマ３ 林業 森林研究・整備機構 平田泰雅
サブテーマ４ 水産業 水産研究・教育機構 木所英昭



S-18 研究フレームワークと影響予測・適応評価に用いる条件
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「非常に高い排出シナリオ」グループ SSP5-8.5、RCP8.5

「中間的な排出シナリオ」グループ  SSP2-4.5、RCP4.5

「低い排出シナリオ」グループ   SSP1-2.6、RCP2.6



S18-2研究目標および研究計画

4

1年目 データ解析、モデル構築開始

2年目 既存のモデルがあるなど、可能な品目については共通シナリオを用い
た将来予測の試行

3年目 データ解析、モデル構築継続

4年目 2年目に実施した将来予測の高度化
共通シナリオを用いた将来予測の対象の拡大

5年目 適応策の有効性、経済評価など結果の解釈を含め、情報の発信

• 重要度の高い品目を対象に、将来影響を予測する手法を開
発・高度化し、プロジェクト共通シナリオのもとで可能な限り1km
メッシュ単位の高解像度の将来影響予測を行う。

• 影響の地域性を把握し、品目毎に脆弱な地域を抽出する。適
応オプションの効果を定量化するとともに、可能な限り、被害額
や適応策のコストなど経済評価を含める。



5

今世紀半ば（MIROC5: RCP8.5）

白未熟粒率(％)相対収量
(1981-2000年平均を100)

コメの収量は従来予測よりも多くの地域で低下する

関東以西で白未熟粒率の増加がより顕著に
* 2003年時点の普及品種を対象に適応策を取らない場合

全国平均

今世紀半ば
20%

今世紀末に
40%

全国平均で
今世紀半ば、

およそ
±0%

←従来予測
を下方修正

影響のマップ化：将来のコメ生産はどうなる？
テーマ１：農作物への気候変動影響と適応策の評価

化石燃料依存型の発展経路の下で気候政策を導入しない最大排出シナリオ
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温暖化レベルからみた全国的な影響評価

産業革命からの温度上昇と水稲の相対収量推定値（白未熟率が30％以下の高品質米収
量のみ）の関係（石郷岡ら、2025）。

コシヒカリ等の現在品種では、産業革命前レベルの上昇が1℃を超える（つまり現在）と、日本
全体で白未熟率の低い高品質米の生産量が減。一方、品種の高温耐性2 ランク向上により、
2℃上昇までは高品質米生産量を維持。＊それ以上の温暖化では低下。

*農作物では同じ温
度帯でもCO2濃度が
異なれば生育への
影響に相違
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■転作による適応

ミカン（最も栽培面積が広い重要果樹）

   アボカド（99.9％輸入に頼る亜熱帯果樹）

結果①緩和効果は大きい
 基準年におけるミカン適地のうち、21世紀末も適地

にとどまる割合は、気候シナリオによる差が大きく、
0％(RCP8.5)～80％(RCP2.6)

結果②アボカドへの転作は適応策になる
 基準年におけるミカン適地のうち、 21世紀半ば以

降に、適地から外れる地域の80～100％が、気候シ
ナリオによらずアボカド適地となる

1990-2009
（基準年） 

適地
より低温の地域
より高温の地域

ウンシュウミカン
の適地移動
(MRI-ESM2-0)

2080-2099
 (SSP2-RCP4.5)

2080-2099
(SSP1-RCP2.6)

2080-2099
 (SSP5-RCP8.5)

基準年（1990～2009年）におけるミカン適地
の将来の変化

ミカンの適応・緩和効果の1kmメッシュ予測（P1-4）

緩和効果

緩和効果

化石燃料依存型の発展経路の下で気候政策を
導入しない最大排出シナリオ
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泌乳牛 採卵鶏 肥育後期豚
(70～110kg)

環境調節室における動物実験

育成牛

肥育前期豚

肉用鶏

既存データの高度化
(10kmメッシュ→1km）

温度・湿度

生
産

性

プロジェクト共通シナリオ

・気候シナリオ
・経済シナリオ

影響評価地図作成

モデル化

適応策オプション

サブテーマ２」研究内容



y = -0.0637x2 + 6.744x -71.212
R² = 0.605
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最大予測値
平均値

最小予測値

10％以上の生産性低下が予測される地域割合と予測幅

泌乳牛 モデル、影響予測、不確実性評価

3.5％脂肪補正乳量減少率

2000
年次

＜モデル化＞

＜研究方法＞
供 試 牛 ︓ホルスタイン種泌乳牛延べ36頭
飼養環境︓
相対湿度･･･60, 70, 80 %（各湿度で3回実験）
環境温度･･･18, 23, 28 ℃（2週間ずつ順次暴露）

採材（5日間） 採材（5日間） 採材（5日間）

18℃ 23℃ 28℃

第1期（14日間） 第2期（14日間） 第3期（14日間）

＜結果＞
好適条件（THI≒63）に対する生産性減少率

・SSP245
・2025-2035年代
・CMIP6の5モデルにおける
日平均気温・湿度



• 気温上昇と降水パターンの変化によって乾燥化
→ 人工林の成長に影響を与えることが懸念

• 台風の巨大化や短時間強雨の頻度の増加
→ 森林が有する土砂災害防止や土壌保全等の機能に限界
→ 山地災害の増加に結びつく可能性

林業分野への気候変動の影響

サブテー３：林業への気候変動影響と適応策
研究の背景・目的

 人工林の成長量予測と山地災害リスクを考慮した適応策評価
 地域に応じた最適な地域系統の選択指針を提示
 将来気候下における森林の最適配置・管理指針を提案

• 適応策オプションを組み込んだ人工林の成長量予測
• 今後の降雨パターンの変化と斜面崩壊との関係
• 人工林樹種の環境適応幅に対する遺伝的変異の効果

研究要素

研究の目的
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気候変動のスギの成長への影響評価

Increase

Decrease

2090s
MIROC6, RCP2.6

△NPP
(kgC m-2 year-1)

Longitude

La
tit

ud
e

スギ人工林の純一次生産量（NPP）の将来変化予測

• 植物の光合成、呼吸、器官成長を
シミュレートするプロセスベースモデル
Biome-BGCに基づいて、スギの純
一次生産量（NPP）を推定するモ
デルを開発

• 2000年代と2090年代（RCP2.6、
MIROC5）の80年生スギ人工林の
NPPの違いを予測

• RCP2.6シナリオでは、西日本の広い
地域でNPPが減少する一方、東日
本では概ねNPPが増加すると推定



成長量予測と山地災害リスクを考慮した適応策評価モデ
ルの開発
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共通の気候シナリオ・データセットもとに
１）サンマ漁場の将来予測
２）底びき網対象種の分布予測
３）ワカメ養殖の将来予測と適応策の評価
４）岩礁藻場とエゾアワビへの影響予測と適応策
温暖化レベルをもとにした全体取りまとめ

水産研究・教育機構
木所英昭・瀬藤聡・筧茂穂・高見秀輝・堀正和・八木佑太・
川内陽平・鈴木勇人・奥西武・井桁庸介（水産資源研究所）
鬼塚剛・島袋寛盛・須藤健二・吉田吾郎（水産技術研究所）
矢野寿和（水産大学校）



温暖化レベルによる全体取りまとめ

・気候変動による影響は種（業種）によって異なる（頑健・脆弱）
・同じ種（業種）でも影響は海域・時期によって異なる
・影響や必要となる適応策は地域によって異なる

4 1.0 0.6 0.7 0.9 0.1 0.5 0.0 1.0

1.0 0.6 0.7 0.9 0.2 0.6 0.1 1.0

1.0 0.7 0.8 0.9 0.2 0.6 0.2 1.0

3 1.0 0.8 0.8 1.0 0.3 0.7 0.3 1.0

1.0 0.9 0.8 1.0 0.3 0.7 0.6 1.0

1.0 1.0 0.9 1.0 0.4 0.8 0.8 1.0

2 1.0 1.0 1.0 1.0 0.4 0.8 0.9 1.0

1.0 1.0 1.0 1.0 0.4 0.8 0.9 1.0

1.0 1.0 1.0 1.1 0.5 0.9 0.9 1.0

1 1.0 1.0 1.0 1.1 0.6 1.0 1.0 1.0

1.0 1.0 1.0 1.0 0.8 1.2 1.0 1.0
三陸海域 三陸海域 瀬戸内 瀬戸内 エゾアワビ 稚貝放流 9月 11月
全長 養殖期間 現行品種 高温品種 分布密度 分布密度 漁場面積 漁場面積

ワカメ養殖（三陸海域・瀬戸内海） 三陸の岩礁藻場 サンマ漁場

軽微 中程度 重大
1.0 0.9 0.8 0.7 0.6 0.5 0.4 0.3 0.2 0.1 0.0

温
暖
化
レ
ベ
ル
（
℃
）



• 最新の気候シナリオを使用し、作物、畜産、林業、水産業への影響
予測と適応策を定量的に評価。

• 複数の作物で高温障害発生モデルを開発し、適応策の効果を科学
的に検証。

• 家畜生産における温度・湿度の影響を予測し、地域ごとの適応策
設計に寄与するデータを提供。

• 林業における炭素吸収量や地域適応の最適化を評価し、持続可能
な森林管理に貢献。

• 水産業において、地域別の適応策やワカメ養殖などの実効性を評
価し、社会経済的影響も考慮した将来予測を提示。

• 進行しつつある温暖化の影響や適応技術の科学的根拠を提示

• 温暖化を機会ととらえる視点での適応技術を評価

成果の学術的な意義



• 食料安全保障：気候変動により農作物の収量や品質が低下する
リスクを予測するとともに、適応技術効果を定量的に示すことが、
将来的な食料供給の安定性を高め、食料安全保障に貢献。

• 適応政策支援：気候変動の影響に関する定量的な評価とその経
済的影響の分析結果により、効果的な環境・農業政策を策定す
るための情報を提供

• 地域の応じた適応策に関する知見の蓄積： 地域ごとの気候変
動影響の違いに対する理解を深め、地域特性に応じた適応策立
案および実装のための科学的手法および根拠を提供。

成果の社会的意義
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